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経営組織の環境適応と競争戦略論 
―文献の展望と研究課題―        

崔  学 林 

Abstract 

The relationship between organization and environment is a very important subject, 

which has been discussed in the field of business administration. Environmental adaptation of 

organization was extensively developed by the contingency theory.  Which appeared in the 

late 1960s and its criticism, from the viewpoint of management-strategy theory also attracted 

attention since. These paper runways the theories concerning the environmental adaptation of 

organization, and also considers the further theoretical development related to this subject. 

 
キーワード……組織の環境適応 産業の構造分析 競争戦略 競争優位 ケイパビ

リティ 

1．はじめに 
 

 組織と環境との問題は、経営学、とりわけ経営組織論においてつねに重要なテーマの一つで

あり続けてきた。60 年代後半から、特に 1970 年代に入ってから経営組織論研究の重点は、人

間関係論・行動科学的組織論等「人と組織」に焦点をあてるミクロ組織論から、組織開発論・

人的資源管理論などを経て、コンティンジェンシー理論という「組織と環境」に焦点をあてる

マクロ組織論へと変わったのである。とりわけ、コンティンジェンシー理論の登場とその批判

によって明らかになったのは、「組織の環境適応」という視点（岸田 1985：169）と、経営戦

略論の視点である。 

 戦略という概念を経営学にはじめて持ち込んだのは Chandler（1962）であるが、本格的に経

営戦略論を展開したのは、Ansoff（1965）とされている。そして、70 年代の PPM を経て、80

年代から現在に至るまで競争戦略論が活発に議論されている。そのなかでも、とくに注目を浴

びているのは、競争戦略論の二大潮流を形成している、ポーターに代表されるポジショニン

グ・スクールとバーニーに代表されるリソース･ベースト･ビュー（RBV）である。企業が持

続的競争優位の源泉を業界という外部環境に求めるか、それとも内部資源という内部環境に求

めるかという点で両理論は対立している。 

組織の環境適応とは、環境の状況に対して組織がその構造・プロセスをどう対応・変化させ

て有効性を確立するかということであり、したがって、静態的には環境と組織との適合パター



経営組織の環境適応と競争戦略論（崔） 

 

ン、動態的には環境の変化に対して組織がどのように対応するかのプロセスが問題となる（大

月他 1997：113）。組織の環境適応に対するコンティンジェンシー・アプローチは、静態的で

しかも環境決定的であるため、現在の組織と環境との関係を解明するには不充分である。その

ため、この問題は、戦略的選択論をはじめとして、戦略論のフレームワーク内で検討していく

ことが必要となる。 

小論の目的は、組織の環境適応に関するこれまでの研究成果を振り返り、今後の研究方向を

展望することにある。そのために続く第 2章では、組織と環境との関係を整理したうえで、コ

ンティンジェンシー理論を概観し、その成果と問題点を分析する。とりわけ、組織の環境適応

問題に経営戦略論が取り入れられるようになった背景を整理する。第 3章では、経営戦略論の

研究をサーベイするとともに、競争戦略論を中心に検討していく。とりわけ、ポーターに代表

されるポジショニング・スクールとバーニーに代表されるリソ－ス・ベ－スト・ビュ－

（RBV：経営資源に基づく企業観）を中心に考察し、その共通点と相違点を明らかにする。

最後に、今後の研究課題を指摘する。 

 

2．コンティンジェンシー理論 
 

2.1 経営組織と環境 
オープン・システムとしての組織1)の環境適応を論じる前に、まず組織をめぐる環境の特性

について整理しておく。これまでに、組織と環境の課題は、組織論2)にとって欠かせないテー

マの一つとして、いろいろな立場から議論されてきた。Emery & Trist（1965）は、組織と環境

の関係には、①組織内部の相互依存関係、②組織から環境への影響、③環境から組織への影響、

④環境内部の相互依存関係の四つのプロセスがあると主張し、組織環境の位置付けを明らかに

した。また、組織の直面する環境状況も時間の経過とともに進化しうるという立場から、

Emery & Trist（1965）は、環境を、①静態的・散在的環境、②静態的・偏在的環境、③動態

的・競争的環境、④激動的環

境の四つのタイプに分類して

いる。これに対し、Luthans

（1976）は、図 1のように、

その組織をめぐる環境を外部

環境と内部環境に分類し、さ

らに外部環境を一般環境（間

接的に組織に影響するもので、

たとえば、社会、経済、政治、

技術環境などである）とタス 出 出
図 1 組織環境の種類 
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所：大月他 1997：111．  
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図 2 組織環境の種類 
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所：図 1 を基に作成.
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ク環境（特定環境ともいい、組織の目標設定やその達成活動に直接影響するもので、たとえば、

競争相手、顧客、供給業者などである）に分けている（大月他 1997：111）。しかし、こうし

た進化段階は企業の課業環境の背景をなす一般的な環境の変化を意味するものであり（岸田

1985：52-54）、したがって、Luthans（1976）のいう一般環境とは質的差別はないと思われる。 

一方、こうした組織環境の分類とは別に、Porter（1980,邦訳 1982）は、企業をめぐる環境に

ついて、経済的要因から社会的要因まで考える必要があるとしながらも、中心になるのは企業

が属する業界であるとし、はじめて一般環境から競争環境を特定化した。 

このように、組織環境はいろいろな立場からとらえることができ、論者の論点によって異な

ってくる。次章では、基本的に図 1の捉え方に基づいて行っている組織の環境適応論、つまり

コンティンジェンシー理論について、その成果と問題点を考察する。 

 

2.2 コンティンジェンシー理論（Contingency Theory）3) 
組織の環境適応に関する研究は、組織をオープン・システムとして捉える立場からこれまで

にいろいろと行われてきたが、それらを組織が環境に対していかなる関係にあるのかを中心に

整理すると、環境決定論と戦略的選択論の二つに大別できる（大月他 1997：113-114）4)。以

下では、まず前者について検討し、その成果と問題点を明らかにし、後者は第 3章で検討する。 

環境決定論は、コンティンジェンシー理論（状況適応理論ともよぶ）が主張するものであり、

基本的には、「環境→組織構造・プロセス→有効性・成果」であり、「組織内部の状態やプロセ

スが外部の要求条件に適合していれば、その組織は環境に効果的に適応できるであろう」

（Lawrence ＆ Lorsch 1967 邦訳：186）というものである。 

コンティンジェンシー理論は、Lawrence ＆ Lorsch（1967）によって提出された。この理論

は、組織と外部環境との関係に焦点をあてた最初の組織のマクロ的な研究として注目され、

1970 年代には組織論研究の支配的な研究動向となったのである。この理論の発展の契機とな

ったのは、McMahon（1974）によれば、「①従来の様々な発見結果を説明するために、たとえ

ば J.Woodward のように帰納的研究が展開されたこと、②システム理論の発展によって組織内

の下位システム間の相互依存性や組織と環境との相互作用にも目が向けられ、それによって全

体としてのシステムの属性が記述されるようになった」ということである（岸田 1985：149）。 

ローレンスとロッシュは、環境･技術そして市場条件など異なる三つの産業（環境変化が一

番厳しいプラスチック産業、中くらいの食品産業と比較的に安定している容器産業）を対象に

組織内の「分化（differentiation）」と「統合（integration）」を主概念として、組織の業績と分

化と統合の程度、および環境の不確実性についての研究を通じて、組織内部の状態やプロセス

が外部環境に適合していれば、その組織は環境に効果的に適応でき、高業績をあげることがで

きる、ということを明らかにしたうえで、企業組織の内部状態・プロセス・外部環境はそれぞ

れ異なっていることから組織化のための「唯一最善の方法（only one best way）はないと考え



経営組織の環境適応と競争戦略論（崔） 

 - 168 -

ることができるとし、このような組織の考え方をコンティンジェンシー理論と名づけたのであ

る（高橋 2000：65-66）。 

コンティンジェンシー理論の基本的な特徴と意義は以下の四つにまとめられる（加護野

1980）。すなわち、①客観的な結果の重視、②組織の環境適応の重視（組織の有効性）、③組織

を分析単位とした分析（組織の構造的な特性とその機能の重視）、④中範囲理論5)の志向（実

証研究、とくに比較分析を通じた経験的な理論構築）である。とりわけ、コンティンジェンシ

ー理論は、システムズ・アプローチ6)と組織構造やその機能を重視すると言える。 

コンティンジェンシー理論の代表的な研究としては、①組織は有機的システムと機械的シス

テムの二種類にパターン化でき、そしていずれのパターンに属する組織も環境状況に適合した

有効な組織となりうることを発見した Burns & Stalker（1961）の研究、②組織のタイプをクロ

ーズド／安定的／機械的とオープン／適応的／有機的の二つに分類し、環境―組織―組織のサ

ブシステムの各次元の特徴を整理している Kast & Rosenzweig（1973）の研究、③組織の比較

研究を通じて、組織構造に与える状況要因として技術より規模の方が重要と主張する英国のア

ストン大学を中心としたアストン・グループの研究などがあげられる7)。しかしいずれにして

も、コンティンジェンシー理論としてあげられる研究の間には、①唯一最善の組織化の方法は

ない、②どの組織化の方法もすべて等しく有効であるとは限らないという共通の認識がある、

とされている（大月他 1997：115）。 

コンティンジェンシー理論に対しては、多くの研究者により評価がなされている。Kast & 

Rosenzweig（1973）は、コンティンジェンシー理論は、「特定の環境や技術のコンテクストの

なかで適切な組織設計を開発しようとする管理者を助けることができ、異なる状況のなかでの

現実的な計画化と統制過程のための指針を提供することができ、適切なリーダーシップのスタ

イルを決定することを助けることができ、組織の変革や改善のためのもっとも適した手段を決

定するのに役立つことができる」（権 1985：226）と評価している。Luthans（1976）は、この

コンティンジェンシー理論の構想によって、さまざまな研究を統合できる理論的枠組みを形成

することにより組織論もしくは管理論の方法論的混乱であるジャングルから抜け出すことがで

きるとして高い評価を与えている（高橋 2000：68-69）。コンティンジェンシー理論は、「従来

理論的に真空であった組織の環境との相互関係のあり方について、意識的に考察しようとした

最初の試みであり、管理者にとっての具体的な応用手法としての有用性のみにとどまるもので

はない」（岸田 1985：149）、と評価している8)。 

一方、コンティンジェンシー理論に対して批判的な立場をとった研究もある 9 )。Child

（1972）は、チャンドラーの「組織構造は戦略に従う」という命題に注目し、コンティンジェ

ンシー理論が環境決定論的であると批判している。マイルズ・スノーは、コンティンジェンシ

ー理論は 1950 年代から 60年代にかけて、環境、技術、組織構造、組織過程の間の関係を示す

精巧なモデルではあるが、これらの大多数の研究には、「第 1 に、組織の環境適応のための多
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様な適応手段（戦略や技術の変更）をすべて分析しているわけではない。第 2に、環境と組織

との間の適合的関係の解明だけに終始しており、その適合的関係がいかなる方法によって獲得

されたのかあるいはされるのかが取り扱われていないという点である」というような問題点が

ある、と指摘した（加護野 1980：64）。しかしいずれにしても、これらの批判的な論点は、

①組織と環境との間になぜ逆機能的あるいは不適合的な関係が生じるのかを説明できないこと、

②組織と環境との適合関係がいかなる意識的或いは無意識的プロセスで実現されるかを問わな

い、という二つの点でその理論の限界があるという共通の認識に達しているといえよう（加護

野 1980：65）。 

 以上のように、コンティンジェンシー理論は、組織の合理的側面、特に技術的側面と組織構

造、組織環境適合について、また環境の不確実性に対処しようとするコンティンジェンシー・

モデルを考えることによって現実の複雑な組織を構築したり、経営管理に貢献できるより洗練

された組織のモデルをつくるという組織デザイン論の新たな理論的枠組みを提示したという点

においては高い評価に値する（高橋 2000:70-71）。しかし、70 年代後半に入ってから、組織と

環境に焦点を当てたマクロ的組織論研究が普及していくなかで、コンティンジェンシー理論に

みられる環境→組織構造→業績といった環境決定論的な解釈に疑問が呈せられるようになった。

こうした批判のなかから、また 70年代後半から 80年代のアメリカ産業の置かれた急激な環境

変化を反映し、80 年代にはコンティンジェンシー理論の中にも戦略論が取り入れられていく

ようになったのである（角野 1995：142）。 

 

3．競争戦略論の展開 
 

コンティンジェンシー理論とそれに対する批判は、組織の環境適応という視点、しかも環境

に合わせて組織を変える（組織の環境化）という視点をもたらしたが、それは同時に、組織に

合わせて環境を変える（環境の組織化）ということも可能であることを示唆している。そこで、

Miles & Snow（1978）は、コンティンジェンシー理論が主張する環境・技術→組織構造→業績

という一元的な環境決定論的な考え方とは反対に、環境と組織の間に意思決定者である経営者

の判断（戦略的選択）が介在して組織が決定されると主張し、経営者の能力に注目した。こう

して、組織の環境適応問題は、組織の主体性、つまり経営者のある程度の主体的選択の幅が認

められることにより経営戦略との関連で本格的に議論されるようになったのである。この章で

は、まず経営戦略論の研究をサーベイし、戦略的選択論を整理する。そして、ポーターとバー

ニーの両理論を中心に、競争戦略論の成果を振り返る。 

 

3.1 経営戦略論研究のサーベイ10) 
 戦略（strategy）という言葉が経営学の概念として初めて使用されたのは Chandler（1962）
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である。チャンドラーは、経営史的観点から大企業の成長戦略とその企業の組織構造との間に

どのような適応関係があるのかを明らかしたうえで、「組織構造は経営戦略に従う」という有

名な命題を提出した。彼は戦略を、「企業の基本的な長期目標や目的を決定し、これらを遂行

するために必要な行動方向を採択し、諸資源を割り当てること」Chandler（1962:13）と定義し

ている。 

経営学における経営戦略に関する最初の本格的研究は Ansoff（1965）であり、この研究が

経営学における分析型戦略論研究の始まりでもある。アンゾフは、企業戦略を、環境の不確実

性との関連で「部分的無知の状態のもとでの意思決定のためのルール」と定義し、戦略要素を、

①製品―市場分野、②成長ベクトル（現在の製品―市場分野において行おうと計画している変

化―市場浸透、製品開発、市場開発、多角化の 4 種類）、③競争優位性、④シナジーの四つに

区別している（大滝他 1997：8）。また、彼は、企業における意思決定を戦略的決定、管理的

決定、業務的決定の三つに分類し、そのなかでも戦略的決定を一番重要視している。戦略的決

定とは、企業と環境との間の関係に関する決定であり、その中心は、事業或いは製品・市場の

選択に関する決定である。つまり多角化である。アンゾフの戦略論は、60 年代当時のアメリ

カの産業を反映して、戦略的決定、とくに多角化問題に集中している（石井他 1996：3）。 

 1970 年代に入ると、多角化が急速に進んだ結果、多様化した事業活動をいかに管理し、諸

事業間の経営資源をいかに配分するか、などが問題となった。この問題に対して、ボストン・

コンサティング・グループ（BCG）は、プロダクト・ポートフォリオ・マネジメント

（PPM）と呼ばれる手法を開発した。PPM は、基本的に、①経験曲線（experience curve）、②

事業には生成→発展→成熟→衰退というライフサイクルがある、という二つの考え方を前提に

している。こうして企業の多角化した事業を市場成長率と相対的市場シェアの二つの次元によ

って構成されるマトリックス上に位置付け、これをもとに諸事業間の資金フローのバランスを

とることによって、安定した企業成長を図ろうとするところに PPM の目的があった（大滝 

1997：10）。PPM の出現によって、経営戦略は、事業ポートフォリオのマネジメントと新たな

戦略策定の手法が続々と開発され、1970 年代には分析型戦略策定の全盛期が到来したのであ

る（石井他 1996：4）。 

1970 年代後半以降の経営戦略論研究は、大きく二つの流れに分かれていく。その一つが分

析型戦略論の枠組みのなかで展開されている、ポーターに代表されるポジショニング･スクー

ルであり、もう一つが経営戦略をより広い組織的コンテクストのなかでとらえ、組織の相互作

用のなかから創発的に形成されるパターンを経営戦略として概念化しようとするプロセス型と

呼ばれる研究である。第 3.3 章でこの二大潮流を代表するポーターとバーニーの研究を論じる

ため、ここでは省略する。 

以上のように、戦略論の研究は、それぞれ強調する側面の相違によって、いわゆる分析型と

プロセス型の二大類に分けることができる11)。経営の合理的側面に焦点を当てる分析型戦略論
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とは、環境の機会や脅威に組織の資源を適合させるために、組織のあらゆるレベルの目的、構

造、管理システムを統合的・分析的にマネジメントするということであり（石井他  1997：

209）、プロセス型戦略論とは、創発的に形成されるパターンを経営戦略として概念化しようと

する、ということである。図 3 は、戦略論の研究が 80 年代以降に主に二つの方向、つまりポ

ーターの産業構造分析とバーニーの経営資源分析の二大潮流に分類されて議論されていること

を示すものである。次章では、こうした戦略論の研究のなかで環境を所与とする環境決定論と

対立する立場から組織の環境適応を展開していた戦略的選択論をみてみよう。 
 

           図 3 経営戦略論の研究の流れ         
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3.2 戦略的選択論 
第 2章で検討されていた、環境決定論を主張するコンティンジェンシー理論は、もっぱら環

境に合わせて組織を変更するという受動的な環境適応であり、組織に合わせて環境を変更する

という組織の主体的側面を重視しなかった。そこで、Child（1972）は、コンティンジェンシ

ー理論が環境決定的であり、また意思決定者の戦略的選択の幅を過小評価ないし無視している

と批判し、意思決定者の判断（戦略的選択）の組織に及ぼす重要性を主張して戦略的選択論を

提唱した（高橋 2000：70）。また、Miles & Snow（1978）も、組織は環境状況によって一元的

に決められるのではなく、環境と組織の間に環境に積極的に働きかける経営者の判断（戦略的

選択）が介入して組織が決まるとしている（大月他 1997：116）。すなわち、組織の主体性、

つまり経営者の主体的選択を認め、経営戦略との関係から組織自体にも環境に適合するための

ある程度の選択の幅が存在することを主張し、そしてこれをコンティンジェンシー理論と対応

させるという意味でネオコンティンジェンシー理論と名づけた。 

マイルズ・スノーは、組織の環境適応は、複雑で動態的な過程ではあるが、企業者的（領域

の定義）、技術的（技術）、管理的（機構、過程及び革新）という三つの諸問題を同時に解決す
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ることを必要とする調整のサイクルであるとしたうえで、図 4のような適応サイクルモデルを

提示し、そしてこうした適応サイクルの重要な特徴として、次の四つを挙げている（Miles & 

Snow 1978, 邦訳 1983：30）。 

「①適応サイクルは、組織行動の一

般的な生理学である。②三つの適応問題

―企業者的、技術的、管理的―は、複雑

に絡み合っている。③適応は、しばしば

企業者的、技術的、管理的という三局面

を逐次的に移行して行われるが、このサ

イクルはこれらのどこからでも始まりう

る。④今日行われた適応決定は、次第に

固められて、明日の機構の諸側面となっ

ていく」。そして彼らは、環境に有効に

適応している企業には整合的なパターン

が存在し、そこには表 1に示されている防衛型、攻撃型、分析型と受動型の四つのタイプがあ

るという。                   

このように、Miles & 

Snow は、「組織の適応過

程は統制不可能な現象でも

ないし、完全に合理的で効

率的な選択を含んだ過程で

もない」とし、「適応には

一連の経営意思決定を通じ

て生じ、その意思決定の効

果は経営者の選択がいかに

一貫性をもっているかに主

として依存している」と結

論付けた（Miles & Snow 1978, 邦

ためには、その外的適応と内的適

的選択の適切さが必要であると考

よる戦略的選択の幅が認められて

うべきかについては必ずしも明ら

企業の目的を達成するための基本

結局、経営戦略の競争環境への適

適

防

攻

分

受

出所

事前的側
将来の革新の

分野選

管理的問
事後的側

機構と過程の

出所：Miles & 
表 1 Miles & Snow（1978）による環境適応パターンの類型化 

応類型 戦略的問題への対処 技術的問題への対処 

衛型 
限定された市場への積極的
な働きかけ 

ルーチンで統合的な技術の採
用 

撃型 
変動性に富む活動領域を選
択し、自ら積極的に変化を
生み出す 

ノン・ルーチンで弾力的かつ
ソフトな技術の採用 

析型 

複合的環境の下で、マーケ
ティング志向の市場進出と
製品開発を通じた安定的な
成長 

異質な技術の採用 

動型 ←――― 一貫した適応パターンを示さない。 ―――→ 

：（石井他 1996：157）を基に筆者作成． 
- 172 -

訳 1983：210）。したが

応をうまく調整する必要

えられる。しかしながら

いるものの、戦略的選択

かではない。実際に、意

的な構想、つまり経営戦

合問題、つまり経営戦略
図 4 適応サイクル 

企業者的問題

製品・市場領域
の選択

面
ための
定

題
面
合理化

技術的問題

生産と流通のた
めの技術の選択

 
Snow 1978,邦訳 1983：30． 
って、組織の環境適応を成功に導く

があり、そのためには経営者の戦略

、戦略論的選択において、経営者に

を何を基準とし、またどのように行

思決定者の判断という戦略的選択は、

略に基づいて行わなければならなく、

の競争適合が重要となる。 



現代社会文化研究 No.23  2002年 3月 

 

経営戦略の競争適合とは、競争状況のさまざまな構造に戦略がうまくマッチし、競争に打ち

勝てるようなときに、その戦略を競争適合しているというが、その戦略の競争適合のエッセン

スは「相手との違いをつくり、またそれを利用する」ことにある（伊丹 1984：131）。「相手と

の違いをつくり、利用する」という戦

略の競争適合には、図 5に示されてい

るように、競争相手の三つの本質に対

応する次の三つのレベルがある12)。 

 ①競争上の優位性をつくりだす 

 ②相手が反撃しにくい戦略をとる 

 ③競争相手を実際の敵にしない 

①は、競争のための数ある戦略行動の

なかでもっとも基本的なものであり、

それゆえに競争適合の第 1のレベルなので

反撃意欲を小さくすることや反撃できない

しい白兵戦を避けることができるものとし

3 のレベルの戦略は、競争相手になりか

「争わずして勝つ」ということで戦略の競

このように、組織の環境適応には、組織

要であり、また戦略の策定にあたって競争

合が不可欠であることが分かる。企業が競

どのような戦略を必要とし、またそのよう

企業の競争力を決める要因として、産業構

ールと個別企業レベルのケイパビリティ（

ト・ビュ－（RBV）を中心に競争戦略論を

 

3.3 競争戦略論13)  

3.3.1 ポジショニング・スクール 

Porter （1980／1985）が産業組織論の成

争戦略論は 1980 年を境に一段と発展した

業の構造やそのなかの企業の市場地位が

ョニング･スクール」と総称される（新宅

性を強調し、「市場競争原理の働く環境に

に分析に集中し、産業構造の分析から戦略

えることになる」と主張する（Mintzberg
     図 5 競争適合の三つのレベル 

競争相手の本質 競争適合の
三つのレベル

相手 は自分 と違う

相手 は自 分と 違う

相手は必ずしも敵でない

競 争 上 の 優 位 性

反 撃 の 困 難 さ

敵 に し な い

よ
り
難
し
い
適
合
へ

  出所：伊丹 1984:135.
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ある。第 2のレベルの反撃しにくい戦略は、相手の

ような障害づくりをやることを通じて、相手との厳

て、一般にはより効果の大きい競争戦略となる。第

ねない企業を実際には「敵にしない」戦略であり、

争適合のもっとも望ましい姿である。 

の環境化よりも戦略の選択による環境の組織化が重

要因を明確に取り入れること、つまり戦略の競争適

争の厳しい環境のなかで存続・発展するためには、

な戦略はどのように策定すべきなのか。次章では、

造という外部環境を重視するポジショニング・スク

能力）という内部環境を重視するリソ－ス・ベ－ス

整理する。 

果を競争戦略の分析に適用したのをきっかけに、競

。その後の一連の競争戦略論は、企業が活動する産

当該企業の業績を決定するという立場から、「ポジシ

 2001：5）。このスクールは、戦略そのものの重要

おいて包括的なポジションを選択するために、とく

ポジションが導かれ、ひいては組織設計に影響を与

他 1998,邦訳 1999：80）。 
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ポジショニング・スクールは、以下の五つを前提条件としている（Mintzberg 他 1998,邦訳 

1999：84）。「①戦略とは、包括的かつ明確で共通性が高く、市場において識別可能なポジショ

ンを示すものである。②その市場環境では、経済性に基づく市場競争原理が働く。③したがっ

て戦略形成プロセスとは、分析的な計算に基づいて、包括的なポジションの中から 1 つを選択

することである。④そのプロセスでは、分析者（アナリスト）が大変重要な役割を果たす。な

ぜならば、正式に選択をコントロールするマネジャ一に、彼らの計算結果を報告する役割を果

たすからである。⑤よってこのプロセスから、完全な形をまとった戦略が生まれ、それが明確

化され、実行される。こうして市場構造が、特有のポジションを持つ戦略を導き、そしてこの

戦略が組織構造を決定するのである」。 

ポジショニング･スクールの代表とされるのは、ポーターである。ポーターは、企業戦略は

企業が機能する市場構造に基づくべきと考え、産業組織論の成果を逆手にとって競争戦略論を

展開している。ポーターは、戦略の本質は業務活動にあるとし、他社と違う一連の業務活動間

にフィット（適合）を創り出すことが戦略であるとしている（Porter 1996,邦訳：16-26）。彼に

よれば、企業の収益性は以下の二つの基本要因によって決定される（Porter 2001,邦訳：57-65）。

第 1は、産業構造であり、これがある産業の平均的な競争企業の収益性を決定する。第 2は、

持続的な競争優位であり、企業は、この持続的競争優位によってその産業の平均的な競争企業

を上回るパフォーマンスを実現しうるのである。そして、持続可能な競争優位は、①オペレー

ション効率を上げる、②独自性の高い戦略的ポジショニングを確立する、という二つのやり方

によって実現できるとしている。 

 ポーターの『競争の戦略』および

『競争優位の戦略』について、以下の

いくつかのキーワードを通じて整理し

てみる。すなわち、業界の構造分析、

基本戦略、そして価値連鎖である。 

業界の構造分析業界の構造分析業界の構造分析業界の構造分析    ポーターによる業

界の構造分析は、組織を取り巻く環境

に存在する、競争に影響を与える五つ

の競争要因を指摘している（図 6）。

ある業界の競争状況を決めるのは、基

本的に、①新規参入業者、②買い手、

③代替品、④供給業者、⑤競争業者間

の敵対関係の五つの要因である。これ

らの要因が結集して業界の究極的な収益率、

業が特有のポジションを持つ戦略をとるよう

出

図 6 業界の収益性を決める五つの競争要因 

所：Porter 1985，邦訳：8．
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すなわち長期的な投資収益率を決めるし、また企

導いていく。図 6は、五つの競争要因それぞれの
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強さは、業界構造すなわち業界の基本的な経済特性および技術特性を決める、ということを示

すものである。 

基本戦略基本戦略基本戦略基本戦略    ポーターは、基本的には競争優位の

タイプには低コストか差別化かの二つがあるとし、

そしてこの二つのタイプが、それを達成するために

採択される戦略ターゲットの幅となる市場セグメン

トと結びついて、業界内で平均以上の業績を達成す

るための三つの基本戦略が考えられる、と主張した

（図 7）。五つの競争要因に対処する場合のこの三

つの基本戦略は、コスト･リーダシップ、差別化、

そして集中である。企業が競争優位を確保するためには、基本

ならず、これらの三つの基本戦略をいろいろと試みたものの、

企業は、競争優位を一つも持たなかったために、「窮地に立っ

価値連鎖（バリュー・チェーン）価値連鎖（バリュー・チェーン）価値連鎖（バリュー・チェーン）価値連鎖（バリュー・チェーン）    ポーターは、企業が行

系的に検討する方法こそが競争優位の源泉を分析するのに必要

概念として価値連鎖を提案した。価値連鎖は、「企業のなかで

存システムまたはネットワークであり」（神戸大学 1999：199

とからなる。そして、価値活動は、図 8に示されたように、九

り、それを大きく分けて主活動と支

援活動の二つに分類することができ

る。主活動は、購買物流、製造、出

荷物流、販売・マーケティング、サ

ービスであり、支援活動は、全般管

理、人事・労務管理、技術開発、調

達活動である。マージンとは、総価

値と、価値をつくる活動の総コスト

の差である。図中の点線は、全般管

理（インフラストラクチュア）を除

けば、すべての支援活動が主活動と

関連していることが分かる。 

    

3.3.2 リソ－ス・ベ－スト・ビュ－（RBV：経営資源にもとづ

RBV は、ポジショニング･スクールよりも若干遅れた 1980

Barney（1991／1986）をきっかけにこれまでに比較的分断され

 出所

出所：Porter 1
図 7 ３つの基本戦略 

 
：Porter 1985，邦訳：16． 
戦略のどれかを選択しなければ

そのどれにも成功できなかった

た」のである。    

うすべての活動と相互関係を体

としたうえで、その分析の基礎

連結関係にある諸活動の相互依

）、価値をつくる活動とマージン

つの基本的な活動からなってお
図 8 価値連鎖の基本型 

 
985，邦訳：49． 
く企業観） 

年代半ば以降に登場してきたが、

ていた経営資源に関する研究群
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がリソ－ス･ベ－スト･ビュ－（RBV）の名の下に一挙に統合される方向に向かったと言える。 

BRV とは、基本的に、企業が持つ経営資源（resources）とそれらを統合する機能としての

能力（capabilities）に基づいて戦略を構築するということであり、要するに企業を経営資源と

能力の合成体としてみることである（榎本他 1995：176-177）。経営資源とは、論者によって

多様であるが、バーニーはそれを、企業に効率性（コスト低減）と効果性（顧客満足）を改善

するような戦略を策定させ実行させる、企業によって支配されるあらゆる資産、能力、組織過

程、情報、知識等であるとしている（横井 1996：35-36）。そして、そのなかでどのような資

源が持続的競争優位の源泉となるのかについて、彼は次の四つの条件を挙げ、これら四条件を

すべて同時に満足する資源のみが持続的競争優位の源泉になりうるとしている（横井 1996：

37）。「①その資源は企業環境内に存在する機会を活用するのに役立つか、または脅威を中和す

るのに役立つかのどちらか、あるいは機会活用と脅威中和の両方に役立つ、という意味で価値

を持たねばならない。②その資源は、当社の現在及び潜在的競争企業の間で稀少でなければな

らない。③その資源は企業間の不完全移動性をもつものでなければならない。④①の有価値の

条件を満たすけれども、②の稀少性と③の不完全移動性の両条件を満たさないような資源が存

在して、それが当社の戦略と対等の代替戦略を策定し、実行するようなことがあってはならない」。 

ポーターに代表されるポジショニング･スクールは、企業競争優位の源泉は、その企業が属

する業界あるいは産業構造という外部環境に大きく依存していると主張し、これまでに戦略的

マネジメントの思考を長年にわたって支配してきた。このスクールの考え方によれば、企業が

持続的競争優位を達成するためには、「魅力ある業界」を発見あるいは創造することである。 

これに対し、バーニーは、こうした構造分析方法には一つ重要な視点が見落とされたとし、

「莫大な経済価値を創造する一つの方法は魅力の薄い業界で競争優位を獲得し、これを維持す

ることである」と考え、そしてウォルマート（アメリカ・カリフォルニア州、世界規模の小売

業者）やデルコンピューターなどの成功事例の分析を通じて、業界の魅力とは、企業がその業

界に提供する稀少かつ模倣にコストがかかるケイパビリティと切り離して評価できるものでは

ない、と主張した（Barney 2001：80-81）。すなわち、稀少かつ模倣にコストのかかるケイパ

ビリティ（rare and costly to imitate capabilities）が、持続的競争優位をもたらす要因であり、特

に魅力に乏しい業界で競争している企業には重要な競争優位の源泉となる、ということである

（Barney 2001：83）。 

バーニーは、企業が自らの力でコントロールできる競争優位について、その要因を探るため

に用いる基本的な経済理論は、研究者によってその定義が多様であるが、その核心をなす考え

方については意見が一致していると述べ、次の三点を挙げている（Barney 2001：80）。 

① 持続的競争優位を左右する要因は、所属する業界の特質ではなく、その業界に提供す

るケイパビリティ（能力）である。 

 ② 稀少かつ模倣にコストのかかるケイパビリティは、そのタイプの資源よりも、持続的
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競争優位をもたらす要因となる可能性が高い。 

 ③ 企業戦略の一環としてのこの種のケイパビリティの開発を目指して、そのための組織

が適切に編成されている企業は、持続的競争優位を達成できる。 

そして、こうしたケイパビリティは、その企業独自の歴史、サプライヤー、顧客、従業員と

の間に築かれた関係性を反映することが多いとされている。 

図 9 は、Petaraf（1993）が提示した持続的

競争優位を生じさせるメカニズムを示したも

のである。すなわち、まず、企業間に存在す

る資源の面での異質性がレントを生み出すが、

そのレントが競争の結果なくならないために

は隔離メカニズム14)による競争への事後的制

限を必要とし、そして、戦略要素が取引可能

でないことがそこから生じるレントを企業内

に残ることを保証し、最後に、戦略要素に対

する期待の違いが競争に対する事前の制限を

課し、それが戦略要素の調達コストを抑え、

正のレントを生み出す（新宅 2001：11）。 

 現在、こうした RBV の内部資源重視の考え方に

示された Mintzberg（1978）による創発戦略論、Pr

タンス、Hamel & Praharad（1994）による能力ベ

紺野・野中（1995）による知識創造理論などがある

以上では、経営戦略論において二大潮流をなして

かし、こうした両理論は、どのような点において対

識に立っているのか。さらに、両理論は統合に向

（2001）を紹介しながらこの節を終えたい。 

岡田（2001）によれば、両理論は、インターネッ

れ、取引の効率化がすべての市場参加者に同様の恩

位を獲得することはより困難になる、という点につ

的違いは、以下の通りであると分析している。すな

源泉は、コストを最小化するオペレーション効率の

ングの組み合わせで達成される、と考えたうえで、

ンパクトを与えるが、後者の重要性は不変、という

経済的価値を生み出し、希少性があると確認された

源泉にはなりえるが、さらにそれを持続させるため

出

図 9 RBV(Resource-based View)の枠組み 

企 業 間 の 異 質 性 事後の競争の制限

不完全な資源流動性 事前の競争の制限

競争優位

レント レント

企業内のレント
の持続性

コストで相殺され
ないレント

所：Peteraf 1993:186(新宅他 2001：11). 
もとづいて行われている研究には、図 4 に

aharad & Hamel（1990）によるコア･コンピ

ース経営（competence-based management）、 

。 

いる競争戦略論について整理してみた。し

立し、またどのような点において共通の認

かう可能性はあるのか。以下では、岡田 

トの発達によって情報の非対称性が解消さ

恵をもたらすため、そこから持続的競争優

いては認識が一致しているが、両者の根本

わち、ポーターは、持続可能な競争優位の

向上と、価値を創造する戦略的ポジショニ

インターネットは前者にはネガティブなイ

立場である。一方、バーニーは、いったん

資源は少なくとも「一時的」な競争優位の

には「模倣困難」でなければならないとし
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て、あくまでも個々の企業が保有するユニークで模倣困難なリソースが持続可能な競争優位を

もたらすと主張している。 

そして、両理論の展望について、岡田（2001）は、SWOT 分析モデルに VRIO というフレー

ムワークを適用して、この問題に触れた。このモデルの内的評価の部分に VRIO というツール

を適応することによって、より詳細な内部資源分析と戦略実行体制の視点が得られる。彼は、

競争戦略論における両理論の主眼は正反対であるが、企業の競争戦略を考えるうえでは外部環

境も内部環境も共に重要であり、しかも両者が交わるところに戦略がある、という意味で両者

は補完的であるとしている。さらに、彼は Porter（2001）と Barney（2001）を比較分析するこ

とを通じて、両者の距離は縮まっていると、以下のように具体的に指摘した。 

 バーニーが持続的競争優位の源泉として挙げたリソースのうち、特に「サプライヤーや顧客

との特別な関係」は、ポーターのいう五つの脅威のうちの二つを解消する方向へ働くとして、

ポーターの競争理論を活用していると思われる。一方、ポーターもインターネットによる効率

向上の波が及びえない限界として九つの現象を挙げたが、そのほとんどはバーニーのいう「模

倣困難性」の基準に合致する「リソース」となりうるものばかりである、と。 

  

4. おわりに 
 

本稿では、組織の環境適応についての理論研究を中心に振りかえってみた。組織の環境適応

には、二つの側面がある。一つは、組織を環境にあわせて変えるという組織の環境化であり、

もう一つは環境を組織に合わせて変えるという環境の組織化である。前者は、コンティンジェ

ンシー理論が主張するものである。組織構造論をマクロ的視点からとらえることによって全体

的組織観を導入し、統合的な理論へと方向づけたと評価されたものの、環境を重視したあまり

に環境決定的だと批判された。他方、戦略的選択論をはじめとする、経営戦略との関連で組織

の環境適応論を行う研究は、ポーターとバーニーの二人を代表とする研究者らの間での激烈な

論争によって展開されている。持続的競争優位の源泉となる要因を、業界という外部環境に求

めるか、それとも企業の内部資源に求めるか、という点において厳しく対立している。しかし、

持続的競争優位を獲得している企業の成功事例をみるかぎり、両理論はともに現実的な意義が

あるように考えられる。こうみると、組織の環境適応は、むしろ両理論を統合した枠組みのな

かで検討する必要があるように思われる。組織の環境適応は、いったいどのようなフレームワ

ークのなかで議論することが必要なのか、その課題について、次の二点を挙げたい。 

組織の環境適応論における第 1の課題は、ポジショニング・スクールとリソ－ス･ベ－スト･

ビュ－を融合した枠組みを構築することである。具体的に産業構造分析を核とするポーターの

競争戦略論に VRIOの視点を付き加えることである。この新しい枠組みを、両理論の頭文字を 
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とって、PS-RBV と呼ぼう。PS-RBV を組織の環境適応に適用するという立場から、PS-RBV

に基づく組織の環境適応論を展開すべきである。PS-RBV に基づく組織の環境適応は、組織の

環境適応をプロセスとしてとらえ、また産業構造と VRIO をともに概念的に組み入れたものと

して、グローバル化や技術革新の推進あるいは競争相手によってもたらされる厳しい環境変化

に経営組織がどのように適応していくかといったことを説明する際に極めて有効な道具となる

といえよう。こうした視点から組織の環境適応を考える場合、どのような環境適応パターンが

実現されるかは PS-

RBV によって規定さ

れ、また選択された適

合パターンのつながり

が有機的であるかどう

かが重要となる。 

 組織の環境適応にお

けるもう一つの課題は、

コーポレート・ガバナ

ンスとの関連で研究を

行うことである。組織

の環境適応を実現する

のは、組織の機関であ

る企業経営者であり、し

ンスの良否が直ちに環境

適応については、コーポレ

組織の環境適応における二

組みであり、もう一つは

れらの課題については、今

 

 

＜注＞ 
 
1) 組織は、複数の人間、さ
ジー）を発揮することによ
互作用の有無によってオー
織をオープン・システムと
ができるとされている（森

2) 組織理論についての分類
織論は、内容的には以下の
るか記述的に展開するかは
   図 10  PS-RBV に基づく組織の環境適応プロセス 

環境分析
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たがって、経営者機関の良否、言い換えれば、コーポレート･ガバナ

適応の成否に影響する（森本 2001：13）。こうみると、組織の環境

ート・ガバナンスの視点から考察することも欠かせない。図 10 は、

つの課題を示したものであり、その一つは PS-RBV という理論的枠

コーポレート･ガバナンスとの関連で検討するということである。こ

後の研究対象にしたい。 

まざまな課業などが集合し、分業によって個人の単純合計以上の効果（シナ
って形成される独自のシステムであり、このようなシステムは環境との相
プン・システムとクローズド・システムに区別できる、ということから組
しての組織とクローズド・システムとしての組織の二種類に分類すること
本 2001：24-25）。 
整理は、多様である。たとえば、（森本 2001：28-29）によると、現代的組
表に示された 4 類型すべてを包含していることになるが、規範的に展開す
、中心内容と論者の立場によることになるという。 

現在の組織
と環境の適
合パターン

組織分析
分 析

主要な戦略
的 脅 威 と
チ ャ ン ス

業界環境の
識 別

新しい適合
パ タ ー ン

企 業 統 治
主 体

経 営 者

VRIORBV分析

出所：筆者作成
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組織論の類型 

     組織概念 
理論志向 クローズド・システム オープン･システム 

規範的 
類型Ⅰ 
1900-1930 
（官僚制組織論） 

類型Ⅱ 
1960- 
（状況組織論） 

記述的 
類型Ⅲ 
1930-1950 
（人間関係論的組織論） 

類型Ⅳ 
1950- 
（行動科学的組織論） 

 
  また、（Quinn&Hall 1987:139）によると、組織理論は、①合理的目標モデル、②内部過程モデル、
③人間関係モデル、④オープン･システムモデルの 4 つに分類することができる。こうした分類整理は、
諸理論の相互関連を位置付け、とくにそれぞれの理論内容が相互にどういう目的・手段関係にあるか
について多くの示唆を与えてくれる（森本 2001：29）。 

3) コンティンジェンシー理論に関するより詳しい文献としては、（降旗他 1978）、（野中他 1978）、（占
部 1979）、（加護野 1980）、（岸田 1985）などを参照されたい。 

4) しかし、この二種類の議論における環境とは、一般的環境であることに留意する必要がある。 
5) 中範囲理論とは、カバーする領域の範囲および抽象性の度合いにおいて中範囲である理論のことをい
う（マートン 1961）。 

6) システムズ･アプローチとは、「企業を含む組織体を、二つ以上の相互依存的な部分・構成要素、ある
いは下位システムとして理解するだけではなく、明確ないくつかの境界（boundaries）によって外部環
境から識別できる組織化された単一の全体であり、かつ、外部環境と多面的な相互作用関係で結ばれ
ている開かれたシステム、すなわち、オープン･システム（open system）としてとらえるところに、ま
た、組織体の目的合理性を、構成要素間およびそれらの環境要因とあいだの適合的な関係を重視する
観点から追及し、組織構造の設計や管理手法を体系化しようと試みたところに、新しい特徴がある」
のである（高橋 2000：59）。 

7) ここでのサーベイは（大月他 1997）に基づいており、詳しくはそれを参照されたい。 
8) ここの部分は岸田 によれば、Scott & Mitchell（1976）により引用したということだが、岸田は Scott 

& Mitchell（1976）について書誌情報を明記しておらず、著者も調査がおよばなかった。 
9) ここでのサーベイは、主に（加護野 1980）に基づいている。 
10) ここでは、主に（大滝 1997）、（大月他 1997）、（石井他 1996）に基づいている。 
11) むしろ、戦略論の要諦を「差別化」であると一言で表現し、戦略が差別化を旨としている以上、企業
環境がいくら変わるとしてもその本質は変わることなく、そのアプローチや中身に変化が求められて
いるとして、「戦略的ポジショニング」と「リソース・ベースト・ビュー（RBV）」に大別している戦略
論のパラダイムは「融合」しつつあるとする見解もある（『ハーバード・ビジネス・レビュー』2001 年
5 月、13）。 

12) 詳しくは、（伊丹 1984：132-174）を参照されたい。 
13) ここでの競争戦略論研究のまとめは、おもに（『ハーバード・ビジネス・レビュー』2001 年、新宅他 

2001、ヘンリ・ミンツバーグ他 1999）に基づいている。 
14) 隔離メカニズムは、Rumelt（1984）によって提示された概念である。彼によれば、企業はこのメカニ
ズムによって競争優位を維持できる。 
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